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は　じ　め　に
　従来は注意欠如・多動症（attention deficit/
hyper activity disorder：ADHD）は，子どもの
疾患であり成長につれて軽快するものと考えられ
てきた．しかし，最近の子どもの長期予後調査お
よび成人の疫学調査によって，ADHDが決して子
どもに限定される疾患ではなく，幼少期に発症し
成人期まで持続する発達障害であり，慢性疾患と
捉える必要があることが明らかになった．世界保
健機構（WHO）の推定では，世界的に成人期の
ADHDの有病率は 3.4％と報告されている．
　2013年 5月に改訂されたDSM‒56）では，診断概
念の中で ADHDは慢性的な疾患として位置づけ
られ，症状も発達に応じて変化していくことがさ
らに明確に強調されている．今回の改訂におい
て，初めて成人期の ADHDが定義された．発達
による ADHDの病像の変化に対応し，診断項目
のいくつかにおいて，成人でも同様な行動を示す
ことが示され，また具体的な成人例も数多く挙げ

られ，ここでも ADHDの症状が発達とともに変
化していくことが明示された．今回，従来適切な
診断を受ける機会がなかった成人期の ADHDの
診断に関して指針が明確にされたことは非常に有
意義なことと考えられる．一方で，今回の改訂の
主旨・問題点を理解せずに運用すると成人期の
ADHDの過剰診断に陥るリスクを抱えている．こ
こでは，今回の改訂のポイントをまとめ，DSM‒5
をどのように成人期で運用し，適切な診断を行う
かについて論じる．

Ⅰ．DSM⊖5のもたらす診断へのインパクト
　1．全体的な ADHDの診断概念の変化
　DSM‒5の中でADHDはより慢性的な疾患とし
て位置づけられ，症状も発達に応じて変化してい
くことがより明確にされた．注意欠如・多動症に
ついては，DSM‒Ⅳ‒TR5）において素行障害など
とともに「注意欠如および破壊的行動障害」とし
て位置づけられていたが，DSM‒5においては神
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経発達症群の 1つとして位置づけられた．
　DSM‒5では，項目 Aの症状の記述には原著で
は変更はなく，診断基準を満たすための項目数は
子どもでは 6項目以上と従来から変更はされな
かった．しかし，日本語版では原著に変更がな
かったにもかかわらず，訳語が一部変更された．
例えば，「しばしば不適切な状況で，余計に走り
回ったり高い所へ上ったりする」（DSM‒Ⅳ‒TR）
が「不適切な状況でしばしば走り回ったり高い所
へ登ったりする」（DSM‒5）と変更された．クラ
イテリアとして最低 6ヵ月以上症状が持続する必
要性については変更が加えられなかった．今回
DSM‒5で初めて成人期の ADHDの定義がなさ
れ，成人期（17歳以上）では，診断に必要な項目
数が 1項目減らされ，5項目以上と定義された．
症状を説明する凡例が成人期を中心に追加され，
項目の変更を行うことなくより広範な年齢群に対
応できるような配慮がなされた．凡例の追加に
よって，具体的にどのような行動を指すのか成人
例でも明確になり，項目Aの診断項目そのものが
子どもと成人が同一である点を補った．全体の凡
例が増えたことで思春期の症例でも診断項目を満
たすかどうかの閾値に変化が起き，凡例の追加が
診断に影響することが報告されている4）．この点
において，先に述べた訳語の変更が診断にどのよ
うに影響するかについては日本の固有の課題とし
て今後検討が必要である．
　さらに大きな変更としては，発症年齢が 7歳以

前から 12歳以前に変更されたことが挙げられる．
DSM‒Ⅳ‒TRでは 7歳以前に ADHD症状による
障害があることが必要とされたが，今回の改訂で
は 12歳以前にいくつか（3～5個）の ADHD症状
が存在することとなった．この変更も成人期の
ADHDの診断を意識したものであり，幼少時の情
報を聴取できない場合を想定し，本人から，より
正確な情報を得ることのできる年齢に変更された
（表 1）．発症年齢の変更は，診断された患者の症
状の特性や重症度には影響を与えなかったもの
の3），ADHDの頻度を 7.38％（DSM‒Ⅳ‒TR）か
ら 10.84％（DSM‒5）に増加させたとの報告があ
り慎重な運用が求められている8）．広汎性発達障
害を除外診断から除いたことも大きな変更点であ
る．病型として「混合型」　「不注意優勢型」　「多動
性‒衝動性優勢型」とされていたものが，年齢とと
もに病型が変わることが多いことから，DSM‒5
では特定用語として記述され，「混合して存在」　
「不注意優勢に存在」　「多動・衝動優勢に存在」と
変わった．また，ADHDの診断のためには重症度
あるいは機能の障害の有無を明らかにする必要性
があり，今後的確に評価する尺度を開発していく
方向性も検討されている．

　2．成人の ADHD診断
　従来は，発達による症状の変化が診断に反映さ
れていないため，成人の ADHDの診断は的確に
行うことがしばしば困難であった．小児期には衝

表 1　ADHDの診断：DSM‒Ⅳ‒TRから DSM‒5の主な変更点

DSM‒Ⅳ‒TR DSM‒5

症状確認が必要な
発症年齢と症状数
発症確認時の障害

7歳以前
いくつか（Some）

必要

12歳以前
いくつか（Several）

必要なし

診断に必要な項目数 6項目 17歳未満　6項目
17歳以上　5項目

診断に必要な場 学校（または職場）と家庭 家庭，学校，職場，友人や親戚と一緒
のとき，あるいはその他の活動中

広汎性発達障害との併存 認められなかった ASDとの併存が認められた
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動性，多動性が目立ち，一定の時間座っているこ
とが困難であったり，一斉の指示に従うことがで
きない，離席やおしゃべり，白日夢などが典型的
な症状として挙げられている．年齢とともに多動
は目立たなくなり，徐々に不注意や内的な落ち着
きのなさが症状の中心になる．小児期ではADHD
の診断における性差は約3：1で男児に多いと報告
されている．女児の場合は不注意症状を中心とす
ることが多く，小児期では，多動性，衝動性が前
面に出る男児に比べて目立たないため，不注意症
状で気づかれることが多いとされている．しか
し，成長に伴って男児に多くみられた多動が改善
することや，成人期では，女性が仕事や家庭生活
において「さまざまな課題を同時に」行う役割を
求められる傾向が社会的にあり，そのような現在
女性のおかれている状況によって不注意による不
適応が顕在化しやすくなる．具体的には，「仕事を
効率よくやり遂げることができない」　「子育てや
家事を順序だててすることができない」など不注
意に起因して問題が顕在化し，成人期に新たに女
性が診断されることが多くなる．その結果，
DSM‒5では成人期には性差は 1.6：1と狭まって
いくと報告されている．
　前述したように DSM‒5では，成人（17歳以上）
の診断が新しく加えられた．基本的な診断の構造
は表 1と変わらないがそれぞれの「多動・衝動性」　
「不注意」の症状群を満たすため必要項目数が異な
るように定義された（図 1）1）．今回の改訂により
成人期の ADHDが明確に定義されたことは有意
義なことであり，従来適切な診断を受ける機会が
なかった成人期の ADHDが診断され，治療を受
ける機会ができたことは成人期の ADHD患者に
とって大きな福音である．
　各項目の中には成人の ADHDの症状を発達あ
るいは環境に合わせた言葉で具体例が記述されて
おり，従来明確ではなかった成人の ADHDの診
断に大きな信頼性を加えることになると考えられ
る．また，成人期の ADHDではうつ病，不安障
害といった併存障害が多いことも特徴の 1つであ
り，70～80％の成人期の ADHDでは何らかの併

存障害が認められる．成人では併存疾患が受診・
ADHDの診断の契機になることも多い．併存障害
により日常機能がさらに低下し大きな問題となる
ことも，成人期の ADHDの特徴である．

Ⅱ．適正診断のために
　成人の ADHDには，①幼少期より症状が存在
し，学校・日常生活上の困難から学齢期には
ADHDの診断がなされ，そのまま成人に至った症
例で，発達とともに症状は軽減するものの困難さ
が持続し，十分な QOLあるいは機能の改善まで
到達していない群がある（図 2）．また，②幼少期
から症状は存在したものの学校生活，日常生活な
どでは大きな機能上の問題がなく，成人になり，
就職，結婚に至り，負荷がかかったり，環境の変
化などで事例化する症例がみられるようになる．
成人までは，環境やさまざまな周囲からの支援に
よってサポートされていたが大学進学，就職，結
婚，出産などで自分の許容範囲を超えたことで幼
少期からあった症状が事例化して機能に影響を及
ぼすようになったと考えることができる（図 3）．
この場合には，ADHDのみならず他の併存疾患を

図 1　ADHDの診断・症状の時間的な変化
ADHD患者 128名を 4年間にわたり，DSM‒Ⅲ‒Rを
用いてその症状を 5回評価する．
症候的寛解；診断基準を満たさない（14項目のうち 8
つ未満の項目のみ合致）
症状的寛解；閾値下の診断を満たさない（5つ未満の
項目のみ合致）
機能的寛解；5つ未満の症状はあるものの，機能障害
がない（GAFスコアが 60以上）
（文献 1より引用）
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伴うことも多く，診断は慎重かつ縦断的に行い，
さらに家族などの第三者の情報を適切に聴取する
ことが必要である．
　成人の ADHDを疑うサインとしては多彩な症
状が考慮されている（表 2）．しかし，これらの症
状は他の疾患でも認められるものであり，全体像
の中で症状の評価を行うことが不可欠である．
　まず，ADHDが疑われた場合の有用なスクリー
ニング法としては ASRS‒S（図 4）がもっともよ
く使われており，DSM‒5の成人期の ADHDのス
クリーニング尺度としての有用性が認められてい
る7）．しかし，あくまでもスクリーニングのため
の尺度であり，スクリーニングで ADHDが疑わ
れた場合には，さらに包括的な診察が求められる
（表 3）．心理・社会的な評価のみならず，脳画像
を含めた身体的な評価も必要である．診断に関し
ては現在CAADID, DIVA2.0といった半構造化面
接の日本語版を使用することができ，診断に困難
なケースでは積極的な使用が望まれる．

Ⅲ．結　　　論
　DSM‒5の改訂に伴い，ADHD診断に大きな変
化が予想されている．特に，成人の ADHDが診
断基準に加えられたことで，診断の信頼性が高
まった．一方，成人での診断に必要な症状の数が
6から 5に減ったことで成人におけるADHDの有
病率も 27％増加した2）．凡例の追加4），発症年齢
の変化8）もADHDの診断に影響を及ぼしている．

その結果，寛解の頻度にも変化が起きることが予
想され（図 2），症候的寛解，症状的寛解が減少
し，機能的寛解のラインに近づくことが予想され
る．一方で，過剰診断の危険性もはらむ変更であ
ることに十分な注意が必要である．

お　わ　り　に
　ADHDの診断においては DSM‒5の改訂の主
旨・問題点を理解しないと成人期の ADHDの過
剰診断に陥るリスクがある．過去10年間の研究の
成果を最大限に用い，DSM‒5をどのようにエビ
デンスに基づいた診断・評価とし，どのように適
切な治療に結びつけていくかについて論じた．ま
た，今回のDSM‒5の翻訳の際にADHDの項目に
おいて訳語が変更になった．今後この変更が診断
の信頼性・妥当性さらには ADHDの尺度の信頼
性・妥当性にも少なからず影響を与え，わが国固

図 2　症状が大人になっても続くこと
（文献 1を改変）

100

80

60

40

20

0

「
寛
解
し
た
」患
児
割
合（
％
）

＜6 6～8 9～11 12～14 15～17 18～20
「症候的」寛解 　　「症状的」寛解 　　「機能的」寛解

ADHDは
子どもだけでなく
大人まで続く
慢性疾患

生活に困難さを
感じない程度に
改善した方

ADHDの診断基準を
満たさないまでに
改善した方

図 3　  どうして大人になってADHDが明らかになるのか

小児期
大人になってからADHDを発症するのではない

成人期

・（子どものときから症状があっても）
　「しっかりとした家庭および学校などの
　環境構造」「限られた負担と責任」
　により，障害に至らなかった
・より複雑な環境と緩やかな構造
・家族からの独立，就職，結婚，出産

事例化

ADHD症状による機能の低下
対処能力を
超える
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表 2　  成人期のADHDを疑うサイン：疑われるサ
インは多様

・低い自己価値
・集中の困難
・日常生活の決まりを作ったり維持するのが困難
・忘れっぽさ
・記憶できない
・眠い
・意欲のなさ
・気分の易変性
・権威者との葛藤
・夫婦やその他の対人関係
・頻回の転職
・おしゃべり
・じーっとしていられない
・長時間の仕事を選ぶ

全くない めったに
ない 時々 頻繁 非常に

頻繁

（1）�物事を行うにあたって，難関は乗り越えたのに，最後の
詳細をまとめて仕上げるのが困難だったことが，どのく
らいの頻度でありましたか．

1 2 3 4 5

（2）�計画性を要する仕事を行う際に，作業を順序立てるのが
困難だったことが，どのくらいの頻度でありましたか． 1 2 3 4 5

（3）�約束や用事を忘れたことが，どのくらいの頻度でありま
したか． 1 2 3 4 5

（4）�じっくり考えなければならない作業がある際に，その作
業に取りかかるのを避けたり遅らせようとしたりした
ことが，どのくらいの頻度でありましたか．

1 2 3 4 5

（5）�長時間座っていなければならない時に，手足を揺すった
り身もだえしたりしたことが，どのくらいの頻度であり
ましたか．

1 2 3 4 5

（6）�まるでモーターに動かされているように，異常に活動的
だったり，何かしなければという衝動に駆られたりした
ことが，どのくらいの頻度でありましたか．

1 2 3 4 5

図 4　スクリーニングのために：ASRS Screener（ADHD Self Report Scale‒Screener）＜簡易版＞
アミガケの部分にチェックされると 1点．
4点以上であれば，大人の ADHDの可能性があり，詳細な検討を行う必要があると示唆される．
（文献 9より引用）

表 3　  大人のADHDの適切な診断をどのよう
にして行うか

 1 ．医師による面接
　　・現在の症状
　　・幼少期の症状
　　・領域
　　・重症度
　　・持続期間
　　・鑑別診断
 2 ．機能障害の評価
　　・心理検査
　　・評価尺度
 3 ．必要に応じて身体的な評価
　　・MRI，血液検査など

＜上手な受診の仕方＞
 1 ．子どもの頃の情報をもっていく
　　母子手帳
　　成績表
　　＊家族の同伴
 2 ． 現在の症状について第三者からの意見を
聞く
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有の臨床上の混乱が起きる可能性があることを危
惧している．
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Appropriate Adult Attention Deficit Hyperactivity Disorder Based on DSM—5

Takuya SAITO

Department and Child and Adolescent Psychiatry Graduate School of Medicine, Hokkaido University

　　The purpose of this article is to discuss the recent proposals for the revision of the diag-
nostic criteria in DSM‒5 by the American Psychiatric Association. The previous DSM‒Ⅳ‒TR 
ADHD diagnosis had several conceptual problems, and this revision has long been expected to 
resolve those problems. However, the revised DSM‒5 ADHD diagnosis was not necessarily 
welcomed by all psychiatrists. The major concerns with the current diagnostic criteria for 
ADHD and, hence, the main suggestions for change, focused on the general structure and 
organization of subtypes or specifiers, the number, content, and distribution of criteria, the age 
of onset criteria, and the cross‒situationality and exclusion criteria for ASD. The revised DSM‒
5 adult ADHD diagnosis is controversial. However, clinical research and expert consensus 
guidelines over the past decade have increasingly clarified the most effective approaches for 
the diagnosis and treatment of the disorder. Hence, the purpose of this article is to provide 
psychiatrists with the most up‒to‒date, evidence‒based information on the assessment and 
diagnosis of adult ADHD.
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